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平成 24 年５月 16 日 

各 位 

 

 

 

 

連結決算への移行に伴う連結業績予想の公表、個別業績予想の修正 

および繰延税金資産の取崩しに関するお知らせ 
 

当社は、下記の理由により、平成 24 年 10 月期第２四半期より連結決算に移行する予定であります。 

これに伴い平成 24 年 10 月期の連結業績予想を公表するとともに、最近の業績動向を踏まえ、平成 23

年 12 月２日に公表した個別業績予想を下記の通り修正いたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．連結決算への移行理由 

平成 23 年 12 月 15 日付「海外子会社設立に関するお知らせ」において開示いたしました通り、当社

は平成 24年２月１日に当社連結対象となる子会社「Morpho US, Inc.」を米国に設立いたしました。 

これにより、当社は平成 24 年 10 月期第２四半期決算から連結決算へ移行いたします。 

 

２．連結業績予想の公表 (平成 23年 11 月 1日～平成 24 年 10 月 31 日） 

 
売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

1 株当たり 

当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

第２四半期（累計） 485 △ 204 △ 196 △ 214 △142.91 

通期 1,200 △ 200 △ 200 △ 220 △145.06 

 

３．個別業績予想の修正  

（１） 平成 24 年 10 月期第 2四半期 (累計) (平成 23年 11 月１日～平成 24年４月 30日） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想(A) 750 10 9 0 0.00 

今回修正予想(B) 485 △ 204 △ 196 △ 214 △142.91 

増減額(B-A) △ 265 △ 214 △ 205 △ 214 
 

増減率(%) △ 35.3% － － － 
 

(ご参考)前期第２四半期実績 

(平成 23年 10月期第２四半期) 
771 92 89 78 68.59 

会 社 名 株 式 会 社 モ ル フ ォ 

代 表 者 名 代表取締役社長 平 賀 督 基 

（コード：3653 東証マザーズ） 

問 合 せ 先 取締役管理本部本部長 松 平 史 生 

（TEL. 03-5805-3975） 
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（２） 平成 24 年 10 月期 通期 (平成 23 年 11 月 1 日～平成 24年 10 月 31 日） 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想(A) 1,900 300 290 170 117.76 

今回修正予想(B) 1,200 △ 200 △ 200 △ 220 △145.06 

増減額(B-A) △ 700 △ 500 △ 490 △ 390 
 

増減率(%) △ 36.8% － － － 
 

(ご参考)前期実績 

(平成 23年 10 月期) 
1,565 208 181 76 62.10 

 

４．修正の理由 

（１） 第２四半期累計期間 
欧州の財政不安に端を発した景気低迷や、タイ王国での洪水の影響によるサプライチェーンの

停滞、更には長引く円高に加え、新興国の成長率が鈍化する可能性が高まり、これらの影響など

から国内の大手電機メーカー各社を中心に巨額損失を計上する事態に陥っております。また、当

社の主要な事業領域である携帯電話端末機器市場においては、スマートフォンの普及に通信仕様

の高速化も相まって、業界の勢力図だけでなく事業構造が変化しており、当社の主要顧客である

国内の携帯電話端末メーカー各社は大幅なコスト削減や投資抑制策をとっております。 

このような状況のなか、主力市場である携帯電話端末機器分野では、国内における国内携帯電

話端末機器メーカー各社のシェア低下等により、主要取引先からの収益が大幅に減少し、想定を

下回る結果となりました。他方、海外では顧客開拓に向けて営業活動を積極化させており除々に

成果を残しつつあります。現在は、現地での顧客サポートを実施するなど良好な関係を構築しな

がら先行的な投資を行っておりますが、取引折衝に想定以上に時間を要しており、また投資回収

モデルはロイヤリティ収入を中心とした事業形態であることなどから、現時点で十分な成果を残

すまでには至りませんでした。 

情報家電分野では、特にデジタルカメラ市場に注力しておりますが、タイ王国での洪水の影響

により生産が落ち込み、またターゲットであるコンパクトデジタルカメラはスマートフォンの急

速な普及により市場規模は縮小しております。加えて、国内の OEM/ODM メーカーでは一部で競争

力の低下が見受けられ、台湾を中心とした海外メーカーが競争力を増しております。当社では、

当該分野に対しては国内中心の営業活動に注力する計画でしたが、環境変化に対応して海外

OEM/ODM メーカーやデジカメ向け半導体製造メーカーに対して営業活動に取り組んだ結果、数社

の海外メーカーからの受注を獲得することができました。しかしながら、これら実績も将来のロ

イヤリティ収入を獲得するための布石との位置づけにあり、計画通りの売上を獲得するには至っ

ておりません。 

ネットワークサービス分野では、当社製品のサービス事業への展開を模索しており、当社の基

幹技術を用いたネットワークサービスのビジネスモデル構築に注力しております。現時点では先

行的な研究開発投資を行っており、既に画像アノテーション技術を開発しました。当該技術は、

画像ストレージサービスなどへの利用が可能な基幹技術であり、サービス事業者等とのパートナ

ー戦略等を具体化させて、新たな事業基盤とすべく事業化に向けて取り組んでまいりました。 

以上の結果、売上高は 485 百万円となる見込みであります。営業利益は、全社的な費用削減に

努めてまいりましたが、売上高の減少に伴う採算性の悪化を補うには至らず、△204 百万円とな

る見込みであります。経常利益は、欧州の財政不安等から円高懸念はあるものの、直近では円安

傾向であるため△196 百万円となる見込みであります。 

当期純利益は、個別決算における将来の課税所得の発生可能性を慎重に検討した結果、繰延税

金資産 17百万円を取崩したことにより、△214 百万円となる見込みであります。 
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（２） 通期 
通期の業績予想につきましては、売上高は第２四半期累計期間までの影響に加えて、主要な事

業領域である携帯電話端末機器分野では、国内市場は業界順位の変動や業界構造の変化などから

国内メーカー各社からの収入が劇的に回復するとの予測が困難であること、海外市場では海外携

帯電話端末機器メーカーとの取引交渉は順調に推移しているものの、ロイヤリティ収入の具現化

には長期化懸念が払拭されないことなどから当初予想を下回る見込みであります。 

情報家電分野では、主にデジタルカメラ市場において既存契約をベースとしたロイヤリティ収

入を中心として、海外 OEM/ODM メーカーやデジカメ向け半導体製造メーカーからの受注を足がか

りとした製品の横展開を進めてまいりますが、計画通りの売上を獲得するまでは見込めず、当初

予想を下回る見込みであります。将来の収益獲得機会を獲得するために海外メーカーとのパート

ナーシップを構築するための取り組みを継続いたします。 

新たな事業基盤を構築するためのネットワークサービス分野への展開については、ネットワー

クサービスを展開する各社に対して、当社の技術を用いた企画提案型のアプローチを継続するこ

とにより次期に向けた実績作りに注力いたします。合わせて、先行的な研究開発投資は継続し、

サービス事業者等とのパートナーシップについても検討してまいります。 

利益面では、売上原価および販売費及び一般管理費については、開発投資を含む徹底したコス

ト管理を行うとともにコスト構造の抜本的な見直しにより、当初予想を下回る見込みであります。

しかしながら、第２四半期累計期間の売上高減少率と同程度の通期売上高の減少が見込まれるこ

とから、費用総額を補うまでには至らず、営業利益、経常利益、当期純利益ともに赤字になる見

込みであります。 

 

(注）上記の業績予想につきましては、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したも

のであり、実際の業績は今後の様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

以上 


